
 

 

○教育職員の給与に関する条例（昭和27年８月４日条例第30号）の一部改正―――第１条に係る部分 

新 旧 

（この条例の目的及び効力） （この条例の目的及び効力） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第24条 

第６項、教育公務員特例法（昭和24年法律第１号）第13条及び地方

教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第 

42条の規定に基づき                     

             、教育職員の給与に関する事項を定め

ることを目的とする。 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第24条 

第６項                       及び地方 

教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第 

42条の規定に基き、教育公務員特例法（昭和24年法律第１号）第25 

条の５の規定を実施するため、教育職員の給与に関する事項を定め 

ることを目的とする。 

２ この条例は、地方公務員法第25条第４項及び地方教育行政の組織

及び運営に関する法律第44条に規定する職階制に適合する計画が

実施されるまでの間、効力を有するものとする。 

２ この条例は、教育公務員特例法第21条の３          

             に規定する職階制に適合する計画が 

 実施されるまでの間、効力を有するものとする。 

 

○愛媛県職員退職手当条例（昭和 29 年３月６日条例第３号）の一部改正―――第２条に係る部分 

新 旧 

（長期勤続後の退職等の場合の退職手当） 

第４条 25年以上勤続して退職した者（次条第１項又は第２項の 

 規定に該当する者を除く。）、20年以上25年未満の期間勤続し 

 て退職した者（職員の定年等に関する条例（昭和59年愛媛県条 

 例第１号）第２条第１項の規定により退職した者（同条例第３ 

 条第１項の期限又は同条第２項の規定により延長された期限の 

 到来により退職した者を含む。次条において同じ。）、教育公 

 務員特例法（昭和24年法律第１号）第７条の規定に基づき定め 

 られた任期の満了により退職した者若しくは同法第８条第１項 

（長期勤続後の退職等の場合の退職手当） 

第４条 25年以上勤続して退職した者（次条第１項又は第２項の 

 規定に該当する者を除く。）、20年以上25年未満の期間勤続し 

 て退職した者（職員の定年等に関する条例（昭和59年愛媛県条 

 例第１号）第２条第１項の規定により退職した者（同条例第３ 

 条第１項の期限又は同条第２項の規定により延長された期限の 

 到来により退職した者を含む。次条において同じ。）、教育公 

 務員特例法（昭和24年法律第１号）第８条の規定に基づき定め 

 られた任期の満了により退職した者若しくは同法第８条の３第 



新 旧 

   の規定により読み替えて適用される法第28条の２第２項の 

 規定に基づき定められた定年により退職した者又はその者の非 

 違によることなく勧奨を受けて退職した者であつて任命権者が 

 知事の承認を得たものに限る。）又は勤務公署の移転により退 

 職した者であつて任命権者が知事の承認を得たものに対する退 

 職手当の額は、退職の日におけるその者の給料月額に、その者 

 の勤続期間を次の各号に区分して、当該各号に掲げる割合を乗 

 じて得た額の合計額とする。 

 ・～・ 省略 

２ 前項の規定は、20年以上25年未満の期間勤続した者で、通勤 

 （地方公務員災害補償法（昭和42年法律第 121号）第２条第２ 

 項及び第３項に規定する通勤をいう。以下同じ。）による傷病 

 により退職し、死亡（公務上の死亡を除く。）により退職し、 

 又は定年に達した日（教育公務員特例法第８条第１項  の規 

 定により読み替えて適用される法第28条の２第２項の規定に基 

 づき定められた定年に達した日を含む。次条第２項において同 

 じ。）以後その者の非違によることなく退職したもの（前項の 

 規定に該当する者を除く。）に対する退職手当の額について準 

 用する。 

（整理退職等の場合の退職手当） 

第５条 職制若しくは定数の改廃若しくは予算の減少により廃職 

 若しくは過員を生ずることにより退職した者であつて、任命権 

 者が知事の承認を得たもの、公務上の傷病若しくは死亡により 

 退職した者又は25年以上勤続して退職した者（職員の定年等に 

 関する条例第２条第１項の規定により退職した者、教育公務員 

 １項の規定により読み替えて適用される法第28条の２第２項の 

 規定に基づき定められた定年により退職した者又はその者の非 

 違によることなく勧奨を受けて退職した者であつて任命権者が 

 知事の承認を得たものに限る。）又は勤務公署の移転により退 

 職した者であつて任命権者が知事の承認を得たものに対する退 

 職手当の額は、退職の日におけるその者の給料月額に、その者 

 の勤続期間を次の各号に区分して、当該各号に掲げる割合を乗 

 じて得た額の合計額とする。 

 ・～・ 省略 

２ 前項の規定は、20年以上25年未満の期間勤続した者で、通勤 

 （地方公務員災害補償法（昭和42年法律第 121号）第２条第２ 

 項及び第３項に規定する通勤をいう。以下同じ。）による傷病 

 により退職し、死亡（公務上の死亡を除く。）により退職し、 

 又は定年に達した日（教育公務員特例法第８条の３第１項の規 

 定により読み替えて適用される法第28条の２第２項の規定に基 

 づき定められた定年に達した日を含む。次条第２項において同 

 じ。）以後その者の非違によることなく退職したもの（前項の 

 規定に該当する者を除く。）に対する退職手当の額について準 

 用する。 

（整理退職等の場合の退職手当） 

第５条 職制若しくは定数の改廃若しくは予算の減少により廃職 

 若しくは過員を生ずることにより退職した者であつて、任命権 

 者が知事の承認を得たもの、公務上の傷病若しくは死亡により 

 退職した者又は25年以上勤続して退職した者（職員の定年等に 

 関する条例第２条第１項の規定により退職した者、教育公務員 



新 旧 

 特例法第７条の規定に基づき定められた任期の満了により退職 

 した者若しくは同法第８条第１項  の規定により読み替えて 

 適用される法第28条の２第２項の規定に基づき定められた定年 

 により退職した者又はその者の非違によることなく勧奨を受け 

 て退職した者であつて任命権者が知事の承認を得たものに限る 

 。）に対する退職手当の額は、退職の日におけるその者の給料 

 月額に、その者の勤続期間を次の各号に区分して、当該各号に 

 掲げる割合を乗じて得た額の合計額とする。 

 ・～・ 省略 

２～５ 省略 

（定年前早期退職者に対する退職手当に係る特例） 

第５条の２ 前条第１項の規定に該当する者（25年以上勤続し、 

 教育公務員特例法第７条の規定に基づき定められた任期の満了 

 により退職した者を除く。）のうち、職員の定年等に関する条 

 例第２条第１項に規定する定年退職日（教育公務員特例法第８ 

 条第１項  の規定により読み替えて適用される法第28条の２ 

 第２項の規定に基づき定められた定年による退職の日を含む。 

 ）から１年前までに退職したものであつて、その勤続期間が25 

 年以上であり、かつ、その年齢が退職の日において定められて 

 いるその者に係る定年（教育公務員特例法第８条第１項  の 

 規定により読み替えて適用される法第28条の２第２項の規定に 

 基づき定められた定年を含む。）から10年を減じた年齢以上で 

 ある者に対する前条第１項の規定の適用については、同項中「 

 給料月額」とあるのは、「給料月額及び当該給料月額に退職の 

 日において定められているその者に係る定年（教育公務員特例 

 特例法第８条の規定に基づき定められた任期の満了により退職 

 した者若しくは同法第８条の３第１項の規定により読み替えて 

 適用される法第28条の２第２項の規定に基づき定められた定年 

 により退職した者又はその者の非違によることなく勧奨を受け 

 て退職した者であつて任命権者が知事の承認を得たものに限る 

 。）に対する退職手当の額は、退職の日におけるその者の給料 

 月額に、その者の勤続期間を次の各号に区分して、当該各号に 

 掲げる割合を乗じて得た額の合計額とする。 

 ・～・ 省略 

２～５ 省略 

（定年前早期退職者に対する退職手当に係る特例） 

第５条の２ 前条第１項の規定に該当する者（25年以上勤続し、 

 教育公務員特例法第８条の規定に基づき定められた任期の満了 

 により退職した者を除く。）のうち、職員の定年等に関する条 

 例第２条第１項に規定する定年退職日（教育公務員特例法第８ 

 条の３第１項の規定により読み替えて適用される法第28条の２ 

 第２項の規定に基づき定められた定年による退職の日を含む。 

 ）から１年前までに退職したものであつて、その勤続期間が25 

 年以上であり、かつ、その年齢が退職の日において定められて 

 いるその者に係る定年（教育公務員特例法第８条の３第１項の 

 規定により読み替えて適用される法第28条の２第２項の規定に 

 基づき定められた定年を含む。）から10年を減じた年齢以上で 

 ある者に対する前条第１項の規定の適用については、同項中「 

 給料月額」とあるのは、「給料月額及び当該給料月額に退職の 

 日において定められているその者に係る定年（教育公務員特例 



新 旧 

 法第８条第１項  の規定により読み替えて適用される法第28 

 条の２第２項の規定に基づき定められた定年を含む。）と退職 

 の日におけるその者の年齢との差に相当する年数１年につき 1 

 00分の２を乗じて得た額の合計額」とする。 

（勤続期間の計算） 

第７条 省略 

２・３ 省略 

４ 前３項の規定による在職期間のうちに法第27条及び第28条の 

 規定による休職（公務上の傷病による休職、通勤による傷病に 

 よる休職及び職員を地方公社（地方住宅供給公社法（昭和40年 

 法律第 124号）に規定する地方住宅供給公社、地方道路公社法 

 （昭和45年法律第82号）に規定する地方道路公社及び公有地の 

 拡大の推進に関する法律（昭和47年法律第66号）に規定する土 

 地開発公社をいう。以下同じ。）又は国家公務員退職手当法施 

 行令（昭和28年政令第 215号。以下「施行令」という。）第６ 

 条に規定する法人（退職手当（これに相当する給与を含む。） 

 に関する規程において、職員が地方公社又はその法人の業務に 

 従事するために休職され、引き続いて地方公社又はその法人に 

 使用される者となつた場合におけるその者の在職期間の計算に 

 ついては、地方公社又はその法人に使用される者としての在職 

 期間はなかつたものとすることと定めているものに限る。以下 

 「休職指定法人」という。）の業務に従事させるための休職を 

 除く。）、法第29条の規定による停職、教育公務員特例法第26 

 条第１項  の規定による大学院修学休業その他これらに準ず 

 る事由により、現実に職務に従事することを要しない期間のあ 

 法第８条の３第１項の規定により読み替えて適用される法第28 

 条の２第２項の規定に基づき定められた定年を含む。）と退職 

 の日におけるその者の年齢との差に相当する年数１年につき 1 

 00分の２を乗じて得た額の合計額」とする。 

（勤続期間の計算） 

第７条 省略 

２・３ 省略 

４ 前３項の規定による在職期間のうちに法第27条及び第28条の 

 規定による休職（公務上の傷病による休職、通勤による傷病に 

 よる休職及び職員を地方公社（地方住宅供給公社法（昭和40年 

 法律第 124号）に規定する地方住宅供給公社、地方道路公社法 

 （昭和45年法律第82号）に規定する地方道路公社及び公有地の 

 拡大の推進に関する法律（昭和47年法律第66号）に規定する土 

 地開発公社をいう。以下同じ。）又は国家公務員退職手当法施 

 行令（昭和28年政令第 215号。以下「施行令」という。）第６ 

 条に規定する法人（退職手当（これに相当する給与を含む。） 

 に関する規程において、職員が地方公社又はその法人の業務に 

 従事するために休職され、引き続いて地方公社又はその法人に 

 使用される者となつた場合におけるその者の在職期間の計算に 

 ついては、地方公社又はその法人に使用される者としての在職 

 期間はなかつたものとすることと定めているものに限る。以下 

 「休職指定法人」という。）の業務に従事させるための休職を 

 除く。）、法第29条の規定による停職、教育公務員特例法第20 

 条の５第１項の規定による大学院修学休業その他これらに準ず 

 る事由により、現実に職務に従事することを要しない期間のあ 



新 旧 

 る月（現実に職務に従事することを要する日のあつた月を除く 

 。）が１以上あつたときは、その月数の２分の１に相当する月 

 数（法第55条の２第１項ただし書に規定する事由又はこれに準 

 ずる事由により現実に職務に従事することを要しなかつた期間 

 については、その月数）を前３項の規定により計算した在職期 

 間から除算する。 

５～８ 省略 

   附則 

１～34 省略 

35 平成16年３月31日に国立大学法人法（平成15年法律第 112号） 

附則別表第１の上欄に掲げる機関（以下「旧機関」という。）の 

職員として在職する者が、同法附則第４条の規定により引き続い 

て国立大学法人等（同法第２条第１項に規定する国立大学法人及 

び同条第３項に規定する大学共同利用機関法人をいう。以下同じ 

。）の職員となり、かつ、引き続き国立大学法人等の職員として 

在職した後引き続いて職員となつた場合におけるその者の退職手 

当の算定の基礎となる勤続期間の計算については、その者の国立 

大学法人等の職員としての引き続いた在職期間を職員としての引 

き続いた在職期間とみなす。ただし、その者が国立大学法人等を 

退職したことにより退職手当（これに相当する給付を含む。）の 

支給を受けているときは、この限りでない。 

36 旧機関（国立大学法人法附則第17条に規定する大学及び同法附 

則別表第２の上欄に掲げる国立短期大学を含む。）の職員が、引 

き続いて職員となり、かつ、引き続いて職員として在職した後引 

き続いて国立大学法人等の職員となつた場合において、その者の 

 る月（現実に職務に従事することを要する日のあつた月を除く 

 。）が１以上あつたときは、その月数の２分の１に相当する月 

 数（法第55条の２第１項ただし書に規定する事由又はこれに準 

 ずる事由により現実に職務に従事することを要しなかつた期間 

 については、その月数）を前３項の規定により計算した在職期 

 間から除算する。 

５～８ 省略 

   附則 

１～34 省略 



新 旧 

職員としての勤続期間が、当該国立大学法人等の退職手当の支給 

の基準（国立大学法人法第35条において準用する独立行政法人通 

則法（平成11年法律第 103号）第63条第２項に規定する基準をい 

う。）により、当該国立大学法人等の職員としての勤続期間に通 

算されることに定められているときは、人事委員会規則で定める 

場合を除き、この条例の規定による退職手当は、支給しない。 

 

○教育長の給与、退職手当、旅費及び勤務時間等に関する条例（昭和 31 年９月 28 日条例第 52 号）の一部改正―――第３条に係る部分 

新 旧 

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、教育公務員特例法（昭和24年法律第１号）第16

条第２項の規定に基づき、教育長の給与、退職手当、旅費及び勤務

時間等に関する事項を定めることを目的とする。 

第１条 この条例は、教育公務員特例法（昭和24年法律第１号）第17

条第２項の規定に基き 、教育長の給与、退職手当、旅費及び勤務

時間等に関する事項を定めることを目的とする。 

 

○農業、水産又は工業に係る産業教育に従事する県立の高等学校の教員及び実習助 手に対する産業教育手当の支給に関する条例（昭和

33 年１月９日条例第２号）の一部改正―――第４条に係る部分 

新 旧 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、高等学校における農業、水産、工業又は商船 

に係る産業教育に従事する公立の高等学校の教員及び実習助手に 

対する産業教育手当の支給に関する法律    （昭和32年法律 

第145号）第３条の規定に基づき、県立の高等学校において農業、 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、高等学校における農業、水産、工業又は商船 

に係る産業教育に従事する国立及び公立の高等学校の教員及び実

習助手に対する産業教育手当の支給に関する法律（昭和32年法律 

第145号）第４条の規定に基づき、県立の高等学校において農業、 

水産又は工業に係る産業教育に従事する教員及び実習助手に対し

て支給する産業教育手当に関し、必要な事項を規定するものとす

る。 

水産又は工業に係る産業教育に従事する教員及び実習助手に対し

て支給する産業教育手当に関し、必要な事項を規定するものとす

る。 



 

○愛媛県奨学資金貸与条例（昭和 36 年３月 17 日条例第６号）の一部改正―――第５条に係る部分 

新 旧 

（奨学金の貸与額及び貸与期間） （奨学金の貸与額及び貸与期間） 

第５条 奨学金の貸与限度額は、次の表の左欄に掲げる学校に在学す

る者について、同欄に掲げる学校及び通学形態の区分に応じ、それ

ぞれ同表の右欄に定める額とする。 

第５条 奨学金の貸与限度額は、次の表の左欄に掲げる学校に在学す

る者について、同欄に掲げる学校及び通学形態の区分に応じ、それ

ぞれ同表の右欄に定める額とする。 

 区分 月額   区分 月額  

 １ 学校教育法第２条第２項に規

定する国立学校及び公立学校で

ある高等学校又は高等専門学校 

自宅通学のとき 18,000円  １ 国立及び公立の       

                

   高等学校又は高等専門学校 

自宅通学のとき 18,000円  

   自宅外通学のと

き 

23,000円    自宅外通学のと

き 

23,000円  

 ２ 私立の高等学校又は高等専門

学校 

自宅通学のとき 30,000円  ２ 私立の高等学校又は高等専門

学校 

自宅通学のとき 30,000円  

   自宅外通学のと

き 

35,000円    自宅外通学のと

き 

35,000円  

 ３ 大学 44,000円  ３ 大学 44,000円  

 備考 この表において、「自宅通学のとき」とは、その者の生

計を主として維持する者と同居するとき、又はこれに準ず

ると認められるときをいい、「自宅外通学のとき」とは、

自宅通学のとき以外のときをいう。 

  備考 この表において、「自宅通学のとき」とは、その者の生

計を主として維持する者と同居するとき、又はこれに準ず

ると認められるときをいい、「自宅外通学のとき」とは、

自宅通学のとき以外のときをいう。 

 

２・３ 省略 ２・３ 省略 

 

 

 



○教育職員の給与等に関する特別措置条例（昭和 46 年 12 月 21 日条例第 42 号）の一部改正―――第６条に係る部分 

新 旧 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第24

条第６項、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年

法律第162号）第42条並びに公立の義務教育諸学校等の教育職員の

給与等に関する特別措置法    （昭和46年法律第77号）第３

条第１項及び第３項並びに第６条第１項及び第３項の規定に基づ

き、教育職員の給与その他の勤務条件について特例を定めるもの

とする。 

（時間外勤務等） 

第６条 教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭

和27年愛媛県条例第31号。以下「勤務時間等条例」という。）第

10条の２の規定により、教育職員（管理職手当を受ける者を除く。

第８条において同じ。）を勤務させる場合は、次に掲げる業務に

従事する場合であつて臨時又は緊急のやむを得ない必要があると

きに限るものとする。 

・ 校外実習その他生徒の実習に関する業務 

・ 修学旅行その他学校の行事に関する業務 

・ 職員会議（設置者の定めるところにより学校に置かれるもの

をいう。）に関する業務 

・ 非常災害の場合、児童又は生徒の指導に関し緊急の措置を必

要とする場合その他やむを得ない場合に必要な業務 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第24

条第６項、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年

法律第162号）第42条並びに国立及び公立の義務教育諸学校等の教

育職員の給与等に関する特別措置法（昭和46年法律第77号）第８

条及び第11条                 の規定に基づ

き、教育職員の給与その他の勤務条件について特例を定めるもの

とする。 

（時間外勤務等） 

第６条 教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭

和27年愛媛県条例第31号。以下「勤務時間等条例」という。）第

10条の２の規定により、教育職員（管理職手当を受ける者を除く。

第８条において同じ。）を勤務させる場合は、次に掲げる業務に

従事する場合で   臨時又は緊急にやむを得ない必要があると

きに限るものとする。 

・ 生徒       の実習に関する業務 

・ 学校行事        に関する業務 

・ 教職員会議                       

      に関する業務 

・ 非常災害等                          

            やむを得ない場合に必要な業務 

 


